
従業員・サプライチェーンを守るために
新型コロナウイルス感染症に対する取り組み

健康と安全を最優先に
　この度の新型コロナウイルス感染症により、お亡くなりになられた方々に哀悼の意を捧げるとともに、罹患
された方々に心よりお見舞いを申しあげます。また、世界各地で治療や感染予防にご尽力されておられる
方々に感謝と尊敬の意を表します。
　新型コロナウイルス感染症が世界で猛威を振るった感染拡大局面においては、まずは「グループ従業員お
よびその家族の健康と安全を守ること」を最優先に考え、その上で「いかに事業を継続していくか」という
視点で、あらゆる手段を用いて業績への影響を最小限に食い止めるべく注力してまいりました。
　国や地域ごとに感染状況や収束スピードが異なり、いまだ予断を許さない状況ですが、新型コロナウイルス
感染症の影響により、これまで顕在化していなかった当社の課題、各事業・グループ各社・各部の課題、強
みや弱みもあぶり出されています。
　この危機をきっかけに様々な課題や変化への対応について議論をより活発化させ、各事業部・グループ各
社・部門毎に知恵を絞って、これまでに準備してきた仕込みや施策を確実に実行し、持続的成長に向けて力
強く前進してまいります。

代表取締役 社長

従業員・社会に向けた取り組み
　当社では2020年2月に危機管理本部を立ち上げ、グローバルに情報を共有しなが
ら対応してまいりました。
　事業活動にあたりましては、当然ながら従業員のみならずお客様の安全も第一に考
え、在宅勤務の推進や、オンラインを活用した営業活動などの感染防止に努め、また、
4月には当社の製品であるニトリルゴム手袋を医療支援として、日本政府に寄付いたし
ました。（詳細は裏面にも記載しております。）
　日本においては、緊急事態宣言解除後も在宅勤務を継続して出社する従業員数を抑
制しているほか、各国ごとに状況に応じた感染防止対策を継続しています。
　在宅勤務へのシフトにより、働き方も大きく変わります。引き続き、この機会に在宅
勤務・テレワークの検証を行い、従業員とともに、健康や働きやすさに焦点を当てつ
つも生産性の向上に繋がる働き方を追求してまいります。
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今、住友ゴムに求められるもの

新型コロナウイルス感染症拡大防止のための対応

危機管理本部を立ち上げ、グローバルに状況を把握し対応協議。
中旬以降、予定していた各種イベントを中止。

国内事業所において、感染リスク低減のため、在宅勤務を推奨。
海外の各拠点も、現地政府要請に応じて対応。

日本では緊急事態宣言の発令に伴い、原則在宅勤務化。
医療支援として、ニトリルゴム手袋を日本政府に寄付。

緊急事態宣言解除後も、従業員の健康や働きやすさに焦点を当て、
在宅勤務を継続し、出社を抑制。
海外事業所も状況に応じて、出社抑制を継続。
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今、住友ゴムに求められるもの

Be the Changeプロジェクト
計画策定段階から実行段階へ

　まず組織体質の強化では、挑戦を後押しする環境整備や、生産性を高め
る施策などを進めていますが、組織をまたいだ活発な活動により、従業員
の意識が変化し、業務プロセスの見直しにつながっており、また1人1人
が会社を変革していこうという気運が醸成されてきております。
　利益基盤の強化では、運転資本の改善と効果的な設備投資に注目し、コ

スト低減・キャッシュ創出により成
長への投資を行っていきます。
　各タスクフォースでは表層課題に
留まらず、仕組みやプロセスといっ
た組織の深層課題にも踏み込んでき
ました。

　本プロジェクトは、2020年2月に発表した2025年までの中期計画のもと、4月か
ら本格的にスタートし、3か月間の計画フェーズを経て、7月から実行フェーズに入っ
ております。
　組織体質の強化活動により成長の壁を打破できる基盤を整備しながら、利益創出の
活動として、部門の枠組みを超えて収益力を高める活動を進めています。これらを具
体的に推進するための特別チーム（TF：タスクフォース）として、組織体質TF／運
転資本TF／購買TF／設備投資TF／意思決定・投資判断TFの5つが第一弾として始動
しました。各TFが取り組んでいる組織体質の強化と利益基盤の強化の内容についてご
説明いたします。

利益創出の活動 組織体質の強化活動

グローバル体制の成果を最大化新市場への挑戦新分野の創出

飽くなき技術革新

2020年 2025年

企業の経済的・
社会的価値を

さらなる高みへ

中期計画の骨子

経営基盤強化の全社プロジェクト 「Be the Change」

次のステージへ

第129期上半期の概況 業績詳細は下記の各ハイライトもご参照ください。

　当第2四半期連結累計期間（2020年1月1日から2020年6月30日まで）の世
界経済は、新型コロナ禍により活動停滞に見舞われ、当社グループを取り巻く
情勢につきましても、天然ゴム価格や石油系原材料価格は低位に推移したもの
の、販売環境が大きく悪化したことに加え、ユーロおよび新興国通貨安が進行
したこともあり、非常に厳しい状況で推移しました。
　このような情勢のもと、中期計画の実現に向けて、経営基盤の強化と収益力
の向上を目指して様々な対策に取り組みましたが、新型コロナ禍による需要減
退は大きく、売上収益は前年同期比20.8%の減少、減収ならびに事業損失とな
り、厳しい事業運営を強いられました。
　事業セグメント別では、タイヤ事業については、新車用タイヤにおいて多くの
地域で自動車メーカーの大幅減産が発生し、市販用タイヤにおいても、新商品

「VEURO VE304」をはじめとする高機能商品の拡販を推進しましたが、国内
外での新型コロナ禍による市場低迷と国内での暖冬の影響により、減収ならび
に事業損失となりました。
　スポーツ事業では、新型コロナ禍により、ゴルフ用品、テニス用品、ウェル
ネス事業のいずれも市場が低迷。デジタル系マーケティング・販売等を強化し
ましたが、減収ならびに事業損失となりました。
　産業品他事業では、医療用精密ゴム部品や制振ダンパー、インフラ系商材、
手袋が堅調に推移したことから、増収増益となりました。
　なお、通期の連結業績予想については、各地域で経済活動が徐々に再開され
ている状況を踏まえ、2020年後半以降緩やかに世界全体で経済活動が回復す
るとの仮定のもと下記ハイライトのとおり見込んでおります。

Value Driver
① 高機能商品の開発・増販
② 新たな価値の創出
③ ESG経営の推進

実行フェーズに向けた決起集会にて
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DUNLOPプレミアムコンフォートタイヤ
「VEURO VE304」を新発売

　タイヤ開発および周辺サービス展開のコンセ
プトである「SMART TYRE CONCEPT」の性能
持続技術を搭載し、高次元の静粛性・操縦安定
性など乗って分かる性能に加えて、見た目でも
違いが分かるダントツ技術を投入した「VEURO 
VE304」。展開する64サイズ中63サイズで当社
商品で最高グレードのウエットグリップ性能も達成しています。

自分史上最高の飛びをつかめ！
飛距離追求型ゴルフボール「スリクソンX2」新発売

　新開発コアとミッドでボールのスピードアップを、「強弾道338スピー
ドディンプル」で、風に負けない強い弾道を実現。従来モデルをしのぐ
飛距離性能を生み出しました。また、まっすぐ打てるイメージを持たせ
るアライメント機能付きのナビゲートラインをプリント。当ボールは今
年6月、日本プロドラコン協会の大会
に公式球として採用。選手39人中31
人が自己最長飛距離を達成しました。

フィリピンの歴史的建造物に
当社制振ダンパーが採用

　フィリピン諸島周辺は火山や地震活動が活
発な地域ですが、フィリピンでは2001年に建
築基準が強化され、政府により古い学校や病
院などの施設の耐震改修が促されています。
その流れの一つとして、マニラ市で1924年に建造されたチャ
イナバンク旧本社に当社制振ダンパーが採用されました。
フィリピンでの採用は初となります。
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親会社の所有者に帰属する四半期利益又は
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※売上収益は販売仕向先の所在地によっております。 業績予想（億円）
2018年
通期実績

2019年
通期実績

2020年
通期予想

売上収益 8,942 8,933 7,500
事業利益
（率）

※1 607
（6.8％）

544
（6.1％）

200
（2.7％）

営業利益
（率）

572
（6.4％）

331
（3.7％）
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（2.4％）

当期利益 ※2 362 121 70

C  ONSOLIDATED FINANCIAL HIGHLIGHTS 連結財務ハイライト
（注）当社グループは、財務情報の国際的な比較可能性向上と、経営管理の品質向上のため、2016年12月期より国際会計基準（IFRS）を適用しております。また、記載金額は億円未満を四捨五入して表示しております。

‌※1	�事業利益は、売上収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出
しており、日本基準の営業利益に概ね相当します。当社の業績を評価する上
で有用な情報であると考え、追加的に開示しております。

‌※2	�親会社の所有者に帰属する当期利益は、日本基準の親会社株主に帰属する
当期純利益にあたります。

　組織体質タスクフォースでは組織体質に関する現状の課題を解決し、
「挑戦を後押しする環境」、「部門・役職間の壁がなくオープンな職場」、
「一人ひとりがリーダーシップを発揮できる環境」、「全社戦略と紐づいた
生産性の高い仕事」を実現すべく、「行動変革ブーストプログラム」や「コ
ミュニケーション活発化施策」、「人事・組織制度の変革」等、様々な施策
を実行していきます。
　各タスクフォースメンバーからは「プロジェクト活動を進めるうちに変
化が起こりつつあると感じる。」、「普段あまり関われない部門の人の声を聞
いた結果、固定概念を脱却できた。業務を遂行する上で考える幅が広がっ
たと感じる。」「周りに良い影響を与えられるようになる。それが体現でき
る良い機会だと思った。リーダーとして足りない部分が見えてきた。自分
が変わろうと思えている。」といった前向きな声が上がってきております。

新型コロナ禍のもとでも順調に進捗し、活動に手応え

■	組織体質と利益基盤の強化の2軸で活動
	 4月から開始した計画フェーズが終了。
	� 400名を超えるオンライン決起集会を経て、7月から実行フェーズへ、
	 今後も新たな取り組みテーマを追加。
	 ●	組織体質の強化
	 挑戦やリーダーシップを後押しする環境整備、生産性を高める施策を推進。

	

	 ●	利益基盤の強化
	 キャッシュや設備投資の最適化に注目。

組織をまたいだ活発な活動で、すでに従業員に意識変化。
変革への期待が醸成。

コスト低減・キャッシュ創出により成長への投資に。

決起集会（3月初旬）

各部門/ 部門間に
またがる課題を炙り出し

改善に繋げる

組織体質の強化 利益基盤の強化

継続的に利益を
創出する力を付ける

・挑戦/リーダーシップを
後押しする環境整備

・生産性を高める施策を推進

・キャッシュ創出
・コスト低減
・新たな価値創造

 社内プロセスや仕組みの改善にもつなげる

組織体質と利益基盤の強化の2軸で経営基盤強化
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環境大臣認定
環境問題に先進的に取り組む
エコ・ファースト企業として
環境大臣より認定を受けました。

当冊子に記載されている業績予想に関する記述は、当社および当社グループが現時点で入手可能な
情報から得られた判断に基づいており、潜在的なリスクや不確実性が含まれております。実際の業績
は、当社および当社グループの事業を取り巻く様々な要因の変化により、記述されている予想とは大き
く異なる結果となる可能性があることをご承知おきください。

36A・20・9・PU広24

右記URLにアクセスいただき、アクセスコード入力後に表示される
アンケートサイトにてご回答ください。所要時間は5分程度です。

当社では、株主の皆様の声をお聞かせいただくため、
アンケートを実施いたします。お手数ではございますが、

アンケートへのご協力をお願いいたします。

kabu@wjm.jpへ空メールを送信してください。（タイトル、本文は無記入）
アンケート回答用のURLが直ちに自動返信されます。

空メールによりURL自動返信

いいかぶ 検索検索

●アンケートのお問い合わせ 
  「e -株主リサーチ事務局」 MAIL：info@e-kabunushi.com

ご回答いただいた方の中から
抽選で薄謝（図書カード500円）
を進呈させていただきます

●アンケート実施期間は、本書がお手元に
到着してから約2ヶ月間です。

※本アンケートは、株式会社 a2media（エー・ツー・メディア）の提供する
「e-株主リサーチ」サービスにより実施いたします。
（株式会社 a2mediaについての詳細https://www.a2media.co.jp/）

※ご回答内容は統計資料としてのみ使用させていただき、事前の承諾なしにこ
れ以外の目的に使用することはありません。

株主の皆様の声をお聞かせください https://www.e-kabunushi.com
アクセスコード  5110
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「健康経営銘柄2020」の40社に初選定、「健康経営優良法人」については4年連続‼
　経済産業省と東京証券取引所が共同で選定する「健康経営※銘柄」、2020年の40社の1社に当社が選定されました。また、「健康経営優良法人（ホワイト500）」
についても、2017年から連続4年目の選定となりました。※「健康経営」はNPO法人健康経営研究会の登録商標です。

　当社グループでは世界的な環境意識の高まりに対応すべく、天然ゴムの改質や高
機能バイオマス材料を活用したタイヤ性能向上に取り組むなど研究開発を進めてい
ます。特に天然ゴムは、タイヤ原材料の重量構成比で約30％と大きな比率を占め
るといわれており、天然ゴムを取り巻く課題解決に率先して取り組んでいます。

　今回開発した「臭気低減天然ゴム」は、当
社の天然ゴム加工工場（タイ）において原材
料の加工工程に独自の手法を取り入れ、臭気
発生原因となる現象を抑制することで、大幅な
臭気低減を実現しました。本手法の確立により、
天然ゴム加工工場のみならずタイヤ製造工場
等の臭気問題解決への貢献が期待できます。

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に
伴い、医療物資不足が深刻化する状況を受
け、医療従事者支援としてニトリルゴム手
袋97,500双を日本政府に寄付しました。
ニトリルゴム手袋は、強度・耐油性・対薬
品性に優れ、医療現場でも多く使われる万
能タイプの手袋です。また、日本政府の要
請に対応し、2021年5月から増産を予定し
ており、国内の医療機関や食品メーカー工
場等を中心に供給していきます。

天然ゴムの臭いを大幅に抑えた
「臭気低減天然ゴム」を実用化

医療従事者支援として
日本政府にゴム手袋を寄付

タイヤ原材料の天然ゴム ニトリルゴム手袋（イメージ）

※取締役の（　）内の役職は、執行役員としての役職を表しております。

取締役、監査役および執行役員	 （2020年6月30日現在）会社の概要� （2020年6月30日現在）

創　　 業 1909年10月4日

資 本 金 42,658,013,576円

従 業 員 7,472名

本 社 神戸市中央区脇浜町三丁目6番9号
電話078-265-3000（代表）

東 京 本 社 東京都江東区豊洲三丁目3番3号
豊洲センタービル
電話03-5546-0111（代表）

工 場
〈タイヤ事業〉‌�白河・名古屋・泉大津・宮崎・‌

インドネシア・中国（常熟・湖南）・
タイ・ブラジル・南アフリカ・‌
トルコ・米国

〈スポーツ事業〉‌�市島・宮崎・インドネシア・‌
フィリピン

〈産業品事業〉‌�加古川・泉大津・マレーシア・‌
中国（中山）・ベトナム・スイス・‌
スロベニア

事 業 年 度 毎年1月1日から12月31日まで

定 時 株 主 総 会 毎年3月開催

基 準 日 定時株主総会	 毎年12月31日
期末配当		  毎年12月31日
中間配当		  毎年  6月30日
そのほか必要があるときは、あらかじめ公告
して定めた日

株主メモ
公 告 の 方 法 電子公告。ただし、不測の事態により電子公告

による公告ができない場合は、日本経済新聞
に掲載します。

公 告 掲 載 U R L http://www.srigroup.co.jp/

株 主 名 簿 管 理 人
および特別口座の
口 座 管 理 機 関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行㈱

株 主 名 簿 管 理 人
事 務 取 扱 場 所

大阪市中央区北浜四丁目5番33号
三井住友信託銀行㈱　証券代行部

郵 便 物 送 付 先
および電話照会先

〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行㈱　証券代行事務センター

®0120-782-031（フリーダイヤル）

株式の概要� （2020年6月30日現在）

発行可能株式総数 発行済株式の総数 単元株式数 株主数

800,000,000株 263,043,057株 100株 39,055名

大株主� （2020年6月30日現在）

株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

住友電気工業㈱ 75,879 28.85

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 13,263 5.04

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口） 9,866 3.75

全国共済農業協同組合連合会 7,331 2.79

SMBC日興証券㈱ 5,503 2.09

㈱三井住友銀行 5,215 1.98

住友商事㈱ 4,805 1.83

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口9） 4,301 1.64

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口5） 3,699 1.41

JP MORGAN CHASE BANK 385632 3,420 1.30
※持株比率は自己株式（40,581株）を発行済株式の総数から控除して算出しております。

取 締 役 会 長 池 田 育 嗣
代表取締役 社長 山　本　　　悟（社長）
代 表 取 締 役 西 実（副社長）
代 表 取 締 役 木 滑 和 生（副社長）
取 締 役 伊 井 康 高（専務執行役員）
取 締 役 石 田 宏 樹（常務執行役員）
取 締 役 黒　田　　　豊（常務執行役員）
取 締 役 原 田 直 典（常務執行役員）
取 締 役 谷 川 光 照（常務執行役員）
社 外 取 締 役 高 坂 敬 三
社 外 取 締 役 村 上 健 治
社 外 取 締 役 小 林 伸 行
常 勤 監 査 役 田 中 宏 明
常 勤 監 査 役 河 野 隆 志
社 外 監 査 役 村 田 守 弘
社 外 監 査 役 アスリ・チョルパン
社 外 監 査 役 安 原 裕 文
常務執行役員 山 田 直 樹
常務執行役員 青 井 孝 典
常務執行役員 西 口 豪 一
常務執行役員 村 岡 清 繁

執 行 役 員 小 松 俊 彦
執 行 役 員 増 田 智 彦
執 行 役 員 西 野 正 貢
執 行 役 員 増 田 栄 一
執 行 役 員 齋 藤 健 司
執 行 役 員 村 上 博 俊
執 行 役 員 リチャード・スモールウッド
執 行 役 員 川 松 英 明
執 行 役 員 大 西 章 夫
執 行 役 員 家根谷　尚　文
執 行 役 員 田 中 敦 彦
執 行 役 員 山 下 文 一
執 行 役 員 渡 辺 泰 生
執 行 役 員 リアズ・ハフェジー
執 行 役 員 岩 田 拓 三
執 行 役 員 大 川 直 記

C  ORPORATE PROFILE / STOCK INFORMATION 会社・株式情報

当社の詳しい活動内容につきましては、
「統合報告書2020」に記載しております。


